
別紙１－１

２０２４年　３月　１日

東京都主税局資産税部固定資産税課　あて

　　申込者

        住所・所在地

        氏 名・名 称

        担  当  者
　　　  電話番号

都税事務所 （※1）納税通知書氏名・名称 （※2）納税通知書番号 CD 備考

千代田 東京都　株式会社 ○○○○ △

中央 東京都主税　株式会社 ◎◎◎◎ ▲ 商号変更

港 東京都　株式会社 新規

「固定資産税・都市計画税課税明細書の電子データによる提供に関する実施要項」（令和３年２
月25日付東京都主税局資産税部長決定）の各項に同意のうえ、下記都税事務所の各納税通知
書番号に係る電子データ化された固定資産税・都市計画税課税明細書を申し込みます。

（※1）「納税通知書氏名・名称」欄は、土地・家屋を所管する都税事務所ごとに、昨年度の納税通
知書の氏名・名称を記載してください。なお、氏名変更・商号変更・合併等のため、申込時の申込
者氏名・名称が異なる場合、備考欄に氏名変更・商号変更・合併等を記載してください。また申込
時に同一人格であることを示す商業登記簿謄本等公簿の原本を添付してください。

（※２）「納税通知書番号」欄は、昨年度の納税通知書番号を記載してください。なお、これまで物
件をお持ちでなかった区内に新規で土地・家屋を取得した場合等、今年度から初めて課税される
ために昨年度の納税通知書番号が不明の場合は、「納税通知書氏名・名称」欄に不動産登記簿
上登録されている氏名・名称を記入した上で、「納税通知書番号」欄は空白にし、備考欄に新規
と記載してください。
申込書に記載のない電子データについては、提供の対象となりませんのでご注意ください。

電子データによる課税明細書申込書

東京　太郎
△△△△－△△△△

東京都　株式会社

東京都新宿区西新宿２－８－１

中央区に、不動産登記簿上は商号変更前
の名称「東京都主税 株式会社」で所有す
る物件がある場合、備考欄に「商号変更」
と記載する。また、申込み時には商号変
更されていることを示す公簿（原本）を添
付する。

これまで港区内に、物件を所
有していなかった、または商
号変更前の名称で物件を所
有していたが、昨年中に「東
京都 株式会社」の名称で新
しく物件を取得した場合は、
納税通知書氏名・名称欄に不
動産登記簿上の氏名・名称を、
納税通知書番号欄を空欄、備
考欄に「新規」と記載する。
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